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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
これから、令和5年度　中小企業等原油・原材料価格高騰等対応設備導入緊急支援事業補助金の事業実施あたっての注意点についてご説明させていただきます。


1 IEEESE e AN g0 e :
[EBEERDFFIZ I 2RI DIEEEIH |2 T CHER<IZTLY

FHBMESERIL. FRREEESFRMARA (B3 2F2A12BHMBERRANETS) ICEDERHEINKT,
ERUCEDBINT DMDFEEER T SERISHI/RERVTEA,
[MEBNERTRERIE | DZRER TRV EHEINR ERSEEDHE R -THITHIETEX A,
FRATEDAR (BAREDUBOERELR L) EXE I DRICIIFRAENBETT,
HEPERMREZRZITTE EHONLHEITICRBHRESFOREN RV & MEIEFZITIRNE R Ao
KIRICRITIRSMHENE I HBERMTREBHIS IS U RAERKL VD RLRDIHENRHYET,
BSHEFOBRSMER. FE. BxiRH. BREEFOLZ ICIEHIRDHYET .
MENSERICER I DIIRES LUMNERTE . MHEENT T UZADET SFEDR TERSEM. REFELRITN
IRV E A,

9. WBIERT TR, MEEEREEICHD DHEEETIRFDIREICADCENDYET,

10. AEEIEDHRIRFFEFICHL. FRABTPWREFICEAT D7 VT —MARVPHEHAIRFADRNZKIEIT DL
MRHYET,

® 300k WwNhN A



プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
本補助金の事業実施にあたっての注意点をご説明する前に、重要事項についてご案内いたします。
「事業実施の手引き」１・２ページに記載の重要事項について、必ずご確認のうえ、ご理解いただいたうえでの申請をお願いいたします。
それでは、本補助金の事業実施にあたっての注意点についてご説明させていただきます。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
事業実施期間は、交付決定から令和６年１月１０日までです。この日までに経費の支払いを含めて事業を終える必要があります。

交付決定後に申請時の内容から変更が生じた場合等は、速やかに事務局に所定の届け出をお願いします。
採択時の事業計画に記載のないものを実施した場合、補助金が交付されない可能性があります。

事業内容や経費に大きな変更が生じる場合は、必ず発注・契約前に「変更承認申請書（別記第６号様式）」をご提出ください。
「経費の大きな変更」とは、設計費、設備費、工事費間のいずれか低い額の20%を超える経費の配分変更がある場合を指します。�なお、予算に限りがあるため、交付決定額を超える金額での変更は認められません。

補助事業を一時中断または実施取りやめをしようとする場合は、「中止（廃止）承認申請書」をご提出ください。

自己都合によらず、やむを得ない理由により、事業実施期間内に完了できないと見込まれるときは、「完了延期報告書」をご提出ください。�なお、この場合でも実績報告書は令和6年1月31日（水）までに提出ください。提出期限までに実績報告書の提出がない場合、補助金をお支払いすることができません。あらかじめ余裕を持った事業計画としてください。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
工事が完了し、支払いが終わりましたら、事業完了から30日、または令和6年１月31日のいずれか早い日までに実績報告書のご提出をお願いします。
定められた期日までに報告書の提出がない場合、補助金が受け取れませんのでご注意ください。

補助金の交付は、実績報告書の審査が完了し、補助金額が確定したのちに、指定の申請者口座に振り込みます。�補助金は経理上、収益として計上され、法人税・所得税の課税対象となります。
補助事業に関係する帳簿および証拠書類は、補助事業完了後、５年間保存しなければなりません。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
補助事業で取得した設備には、管理・処分について条件があります。

導入設備には「価格高騰対応設備導入補助金」と表示されたシールを貼り、他の設備と区別できるようにしてください。シールは交付決定書の発送時に事務局から送付されます。
実績報告書の「設備写真台帳」は、シールを貼った状態の写真を提出してください。

税抜で単価50万円以上の設備の購入は「処分制限財産」にあたり、事業終了後、一定の期間において処分が制限されます。
該当する設備は、実績報告時に「取得財産等管理台帳」の提出が必要です。
なお単価50万円以上の設備とは、設備費だけでなく、それにかかる工事費も含まれますのでご注意ください。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
補助対象経費は、いくつかの条件があります。
まず、使用目的が本事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費であること。
事業の実施期間内、令和6年1月10日までに支払いが完了していること。
見積書や請求書、領収書など、支払金額が確認できる根拠資料を提出できることなどです。

補助対象となる経費は、申請時に認められた、設計費、設備費、工事費の3つです。これ以外の経費は本事業の補助対象外となります。

また、設計費、設備費、工事費であっても、自社内部の取引によるもの、中古品・レンタル・リースによる設備の導入費用、建物の新築・増改築等に係る費用、電力工事負担金などは補助対象外となります。補助対象外となる経費の詳細は「事業実施の手引き」の6ページをご確認ください。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
経費の支払いについては、銀行振込で行ってください。
現金での支払いや、小切手、手形、仮想通貨などでの支払いは認められませんのでご注意ください。

クレジットカードで支払う場合は、令和6年1月10日までに引き落としが完了している必要があります。

電子商取引の利用は可能ですが、経理処理の証拠となる書類の提出が必要です。
�補助事業を行うにあたっては、当該事業について区分経理を行ってください。補助対象経費は、当該事業に使用したものとして明確に区分できるもので、かつ証拠書類によって金額等が確認できるもののみとなります。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
実績報告に必要な経理書類は、以下の①から⑤の書類すべてです。��①の見積書は、申請時に提出した書類を再提出してください。１件あたり税込100万円を超える取引の場合は、相見積書もあわせて提出をお願いします。
また、申請者による発注書または契約書、納入業者による納品書または完了報告書、
納入業者からの請求書、申請者から納入業者への支払いが確認できる書類、
以上の5種類の書類の提出をお願いします。

これらの書類には、書類の名称、発行日、宛名、発行者名、金額、設備の型式などの内容を明記してください。
書類が提出できなかったり、不備がある場合は、補助金をお支払いできないこともありますのでご注意ください。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
経費処理の注意点についてご説明します。

消費税は補助対象外となります。
実績報告において、見積額等が内税の場合は、税抜価格に割り戻して計上してください。

入金の際の振込手数料は補助対象外となります。
振込手数料は事業経費内に含まないようご注意ください。

なお「振込手数料は振込先負担」という取引条件のもと、請求金額から振込手数料を差し引いて振り込むケースもあります。�この場合は、補助対象を実際の振込額に振込手数料を加算した金額とすることができます。�ただしその場合は、契約書や請求書にその旨の記載がされているか、もしくは振込書類に「振込手数料は取引先負担」との記載が必要です。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
事業が完了したら、実績報告書を所定の期日までに、補助金事務局へ提出してください。原則、電子メールでの提出をお願いいたします。
実績報告書提出後、補助金事務局より、必要に応じて書類の差し替えや追加資料の提出、説明を求めることがありますので、あらかじめご了承ください。
なお、提出書類は、申請時に使用した「第1号～14号様式」を継続してご使用いただき、実績報告用のチェック表についてのみ当ホームページの「令和５年度価格高騰等対応設備導入補助金申請手続きについて」よりダウンロードをお願いします。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
以上で、事業実施の手引きに関する説明は終了です。
事業実施にあたって、ご不明な点については、本補助金のホームページにある、専用のお問合せフォーム、もしくはお問合せ専用ダイヤル「050‐3092‐2650」にお問い合わせください。
実績報告書の記入方法、添付する書類については、次の動画でご説明しますので、あわせてご覧ください。
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